税大論叢総目次

「税務大学校論叢」の収録論文等
	号
	発行年月日
	論文名等
	執筆者

	60
	H21年6月
	高額所得申告者・大規模法人の行動と税務行政への示唆
	岡　　直樹

	60
	H21年6月
	金融所得課税の一体化に向けての論点と在り方
	原　　武彦

	60
	H21年6月
	青色申告制度の意義と今後の在り方
	日野　雅彦

	61
	H21年6月
	所得税の財源調達機能と所得再分配機能のあり方についての一考察
	鳴島　安雄

	61
	H21年6月
	環境税（地球温暖化対策税）とエネルギー関係諸税について
	篠原　克岳

	61
	H21年6月
	租税回避への対応を含む財産評価のあり方
－裁判事例等の分析を中心として－
	川口　幸彦

	61
	H21年6月
	贈与税の在り方に関する研究
－租税回避行為の防止を念頭に置いて－
	岩佐 由加里

	62
	H21年6月
	生命保険契約から生ずる個人所得の課税の在り方
	寺内　将浩

	62
	H21年6月
	配当に関する税制の在り方
－みなし配当と本来の配当概念との統合の観点から－
	小山　真輝

	62
	H21年6月
	不法行為に係る損害賠償金等の帰属の時期
－法人の役員等による横領等を中心に－
	矢田　公一

	62
	H21年6月
	同族会社等の課税に係る一考察
－同族会社等の行為計算否認に係る対応的調整を中心に－
	井出　裕子

	62
	H21年6月
	空中権を巡る税務上の取扱い
	池田　　誠

	62
	H21年6月
	中小法人の資本と負債の区分のあり方
－株主借入金の資本性の検討を中心として－
	種五　誠二

	62
	H21年6月
	労務出資等に関する法人税法上の取扱いについて
	高橋　正朗

	63
	H21年6月
	外国子会社配当益金不算入制度創設の含意
－移転価格と租税回避への影響に関する考察を中心として－
	松田　直樹

	63
	H21年6月
	外国子会社合算税制における合算方式と適用除外基準の再考
	伴　　忠彦

	63
	H21年6月
	国内源泉所得のあり方について
－知的財産権等の使用料に係る源泉徴収の問題を中心として－
	木村　昌代

	63
	H21年6月
	集合債権譲渡担保を巡る租税徴収上の諸問題
－最高裁平成19年2月15日判決後の対応を中心として－
	秋山　雅子

	
	H20年6月
	随筆　シャウプ博士の想い出(PDF/212KB)
	金子　宏

	
	H20年6月
	租税回避とは何か
	今村　隆

	
	H20年6月
	土地所有権の遡及的移転と課税処分
―英国におけるequityの法理をめぐる議論を素材として―
	岩崎　政明

	
	H20年6月
	グレゴリー判決再考
―事業目的と段階取引―
	岡村　忠生

	
	H20年6月
	ビトカーの濫用的タックス･シェルター論
―Crane理論･事業目的―
	川端　康之

	
	H20年6月
	残余利益モデルによる株式評価
―非上場株式への適用をめぐって―
	櫻井　久勝

	
	H20年6月
	法人税の課税所得の本質と企業利益との関係
	品川　芳宣

	
	H20年6月
	ドイツにおける租税回避の一般的否認規定の最近の展開
	谷口　勢津夫

	
	H20年6月
	税制改革の背景
	中里　実

	
	H20年6月
	米国税務行政における「効率」の追求と「和解」戦略
	本庄　資

	
	H20年6月
	国際課税ルールの安定と変動
―租税条約締結によるロック･イン―
	増井　良啓

	
	H20年6月
	医療法人の公益性と増資にかかる課税
	水野　忠恒

	57
	H20年6月
	滞納整理に当たっての適正手続の在り方
―滞納整理のあるべき姿の一考察―
	藤田　健治

	57
	H20年6月
	差押禁止財産に関する考察
	谷川　秀昭

	57
	H20年6月
	減額更正等の期間制限を巡る諸問題
―更正の請求期間を経過した後などに提出される「嘆願書」の取扱いを中心として―
	佐藤　謙一

	58
	H20年6月
	マイレージサービスに代表されるポイント制に係る税務上の取扱い―法人税･消費税の取扱いを中心に―
	高安　　滿

	58
	H20年6月
	配当に関する税制の在り方
―自己株式のみなし配当に対する取扱いを中心として―
	小山　真輝

	58
	H20年6月
	金銭債権の貸倒損失の認定基準について
―住専処理問題を題材として―
	矢田　公一

	58
	H20年6月
	公正処理基準に関する一考察
―最近の我が国の企業会計制度の変容を踏まえて―
	原　　省三

	58
	H20年6月
	法人税法上の損金と所得税法上の必要経費の範囲とその異同及び問題点
―同族会社と個人事業者を中心として―
	神川　和久

	58
	H20年6月
	破産法における配当等と源泉徴収制度
―労働債権の配当と破産管財人の管財人報酬を中心として―
	片山　正史

	58
	H20年6月
	所得区分の在り方
―不動産所得を中心として―
	日野　雅彦

	59
	H20年6月
	国際投資等に係る税制のあり方
―主な諸外国における最近の動向･趨勢を踏まえて―
	松田　直樹

	59
	H20年6月
	外国事業体と国際課税を巡る問題
―外国租税法上の法人概念の相違に起因する諸問題を中心として―
	長谷部　啓

	59
	H20年6月
	課税減免規定の立法趣旨による「限定解釈」論の研究
―外国税額控除事件を出発点として―
	清水　一夫

	59
	H20年6月
	デリバティブの時価評価における税務上の諸問題
―金融機関が行う店頭デリバティブ取引を中心に―
	立石　信一郎

	59
	H20年6月
	無形資産の国外関連者への移転等に係る課税のあり方―わが国への所得相応性基準の導入の検討―
	居波　邦泰

	59
	H20年6月
	移転価格税制における情報義務と独立企業間価格の証明方法に関する考察
―納税者･課税庁双方の利益を目指して―
	岡　　直樹

	59
	H20年6月
	相続･贈与に係る国際的二重課税
―外国税額控除の在り方を中心として―
	小林　尚志

	53
	H19年7月
	滞納整理における処理促進のための一考察
―リスク管理及び滞納事案の類型別アプローチ手法を中心に―
	黒坂　昭一

	53
	H19年7月
	国税通則法65条4項の「正当な理由」を巡る問題点
―裁判例の分析を通して―
	佐藤　謙一

	53
	H19年7月
	裁決と判決の比較考察
―審判所の調査・審理のあり方を中心として―
	小柳　誠

	53
	H19年7月
	行政不服審査法の抜本改正に伴う税務行政への影響等について
	神川　和久

	53
	H19年7月
	国税通則法23条２項１号に基づく更正の請求と判決の既判力との関係
	関野　和宏

	53
	H19年7月
	動産・債権譲渡特例法の改正と債権回収上の諸問題
	弟子丸　香

	53
	H19年7月
	会社分割制度と滞納整理上の諸問題
	平工　力也

	54
	H19年7月
	コーポレート・インバージョン（外国親会社の設立）と国際税務―クロスボーダーの三角合併解禁に伴う国際的租税回避の懸念―
	山崎　昇

	54
	H19年7月
	我が国タックス・ヘイブン税制と租税条約の関係
―租税条約締結国に所在する子会社への参加に起因する所得に対するタックス・ヘイブン課税の適用の可否―
	橋本　秀法

	54
	H19年7月
	移転価格事案の訴訟に係る対処等の検討
―米国の判例等を踏まえて―
	居波　邦泰

	54
	H19年7月
	タックス・ヘイブン税制と実質所得者課税の関係
―便宜置籍船会社の留保金課税と損益通算―
	高安　滿

	54
	H19年7月
	国際課税のあり方と今後の課題について
―最近の国際課税に関する諸問題（国際的租税回避等）を踏まえた　我が国の国際課税の基本的な考え方の検証―
	原　省三

	55
	H19年7月
	実質主義と法の濫用の法理―租税回避行為の否認手段としての潜在的有用性と限界―
	松田　直樹

	55
	H19年7月
	米国における電子商取引課税の現状と課題
―州際取引における売上税・使用税の問題を中心に―
	藤田　英理子

	55
	H19年7月
	国内源泉所得の研究
―国内源泉所得の1号所得における｢資産｣概念―
	中村　隆一

	55
	H19年7月
	租税回避行為否認訴訟の実証的研究
―裁判所の認定から原処分時対応の留意点を探る―
	清水　一夫

	55
	H19年7月
	株式を介した資産承継に対する課税上の諸問題
	田内　彦一郎

	55
	H19年7月
	同族会社の行為計算否認規定に関する研究―所得税の負担を不当に減少させる結果となる行為又は計算について―
	村井　泰人

	56
	H19年7月
	金融取引の展開と課税上の問題点
―基本問題の検証と執行・税法等のあり方を中心として―
	佐々木　幸男

	56
	H19年7月
	パス・スルー課税のあり方―組合事業における組合員の課税関係とその諸問題―
	長谷部　啓

	56
	H19年7月
	棚卸資産の評価に関する会計基準と法人税法の調整の方向性
	原　省三

	56
	H19年7月
	租税負担の不当な回避行為に対抗するサンクション体系
	中村　弘

	56
	H19年7月
	相続税・贈与税のあり方について
―新たな非営利法人制度を素材として―
	宮脇　義男

	56
	H19年7月
	明治20年所得税法導入の歴史的考察
	牛米　努

	50
	H18年6月
	事前確認制度の現状と課題―相互協議申立の濫用と補償調整処理を中心として―
	吉川　保弘

	50
	H18年6月
	税務行政における納税者サービスの位置付け
―税務署におけるトップ・マネジメント―
	黒坂　昭一

	50
	H18年6月
	質問検査権を巡る諸問題
―質問検査に対する受忍義務の履行確保のための方策を中心として―
	齋藤　文雄

	50
	H18年6月
	納税者満足度に関する実証研究―確定申告期における来署納税者の好感度向上戦略の構築に向けて―
	石黒　秀明

	50
	H18年6月
	税務訴訟における立証責任―裁判例の検討を通して―
	小柳　誠

	50
	H18年6月
	行政事件訴訟法改正と税務訴訟（下）
	酒井　克彦

	51
	H18年6月
	コンプライアンス基盤整備のための租税ほ脱行為のペナルティ体系の考え方
―租税ほ脱犯の特質からの考察―
	權田　和雄

	51
	H18年6月
	コンプライアンス基盤整備のための租税
回避行為等のペナルティ体系の考え方
	松浦　剛

	51
	H18年6月
	租税の基礎理論
―税務教育での活用を視野に入れて―
	中村　弘

	51
	H18年6月
	所得税の現状と課題
－包括的所得税の変容と所得税の今後の課題－
	佐々木　幸男

	51
	H18年6月
	遺産分割によって課税価格の合計額に変動がある場合の相続税課税
－「相続税の課税原則」の検討を中心に－
	島津　留利子

	51
	H18年6月
	法人所得の意義と法人税の納税義務者に関する基本的な考え方
	朝長　英樹

	51
	H18年6月
	租税回避に対する法人税法132条等の行為計算否認規定のあり方
	松丸　憲司

	51
	H18年6月
	法人税法と商法、企業会計の相互関係と今後調整すべき課題について
	原　省三

	51
	H18年6月
	法人税法における有価証券の時価評価
―その理論的根拠と拡大可能性―
	高木　美満子

	51
	H18年6月
	所得税導入初期の執行体制
―東京市の所得税調査委員を中心に―
	鈴木　芳行

	52
	H18年6月
	租税回避行為への対抗策に関する一考察
－租税回避スキームの実態把握方法の検討を中心として－
	松田　直樹

	52
	H18年6月
	海外資産の把握及び法制の異なる資産等の取扱い
	田内　彦一郎

	52
	H18年6月
	損益通算制度について―タックス・シェルターへの対応を含めて―
	高倉　明

	52
	H18年6月
	匿名組合と国際税務
	山崎　昇

	52
	H18年6月
	来料加工とタックスヘイブン税制
	橋本　秀法

	52
	H18年6月
	タックス・シェルターに対する税務行政のあり方 
－日本版LLPへの対応を考慮に入れて－
	居波　邦泰

	52
	H18年6月
	不動産所得を利用した商品型タックス･シェルターに対する課税 
－所得税法26条の解釈論と廃止論を中心として－
	酒井　克彦

	52
	H18年6月
	課税庁からみた国際的租税回避否認についての研究ノート－3つの最高裁判決から学ぶ国際的租税回避への対応―
	山崎　昇

	47
	H17年6月
	国税と社会保険料の徴収一元化の理想と現実
	松田　直樹

	47
	H17年6月
	地方税当局及び社会保険庁との徴収共助
	長坂　光弘

	47
	H17年6月
	マネー・ロンダリング規制と税務行政
	岡崎　正江

	47
	H17年6月
	行政事件訴訟法改正と租税訴訟（上）
	酒井　克彦

	47
	H17年6月
	税務専門家の責任・リスクへの対応策
	松田　直樹

	47
	H17年6月
	節税商品取引における税理士の役割― 我が国における節税商品過誤訴訟と適正公平な課税の実現 ― 
	酒井　克彦

	48
	H17年6月
	所得控除の今日的意義 
－人的控除のあり方を中心として－
	田中　康男

	48
	H17年6月
	法人税法の損金経理要件について
	前原　真一

	48
	H17年6月
	役員賞与・役員報酬を巡る問題 
－改正商法等の取扱いを問題提起として－
	山口　孝浩

	48
	H17年6月
	資産流動化による資金調達の多様化と滞納処分 
―国税徴収法からみた倒産隔離の基準―
	松下　政昭

	48
	H17年6月
	営業税と徴収機構
	牛米　　努

	49
	H17年6月
	移転価格課税における無形資産の使用により生じた利益の帰属及びその配分 
	高久　隆太

	49
	H17年6月
	法人税法第138条第１号又は所得税法第161条第1号の規定の解釈と適用についての一考察 
－外国法人・非居住者の稼得する不良債権の回収益を素材として－ 
	中村　隆一

	49
	H17年6月
	費用分担契約（Ｃost Ｃontribution Ａrrangement）に関する一考察 
	三田村　仁

	49
	H17年6月
	米国租税法上の無形資産の評価の実情と日本に対する示唆 －所得相応性基準の分析を中心として－ 
	浅川　和仁

	44
	H16年6月
	相互協議を巡る諸問題
－移転価格課税に係る協議を中心として－
	大橋　時昭

	44
	H16年6月
	国と地方の税財政関係の再構築の方向性－税源移譲のあり方、意義及び効果の検討を中心として－
	松田　直樹

	44
	H16年6月
	申告納税制度の下における制裁等
－納税者のコンプライアンス向上の観点から－
	加藤　恒二

	44
	H16年6月
	税務行政における地域管轄について
－納税者利便及び行政効率の観点からの考察－ 
	内藤　晃由

	44
	H16年6月
	国際間の徴収共助
－条約上の徴収共助条項の考察を中心として－
	森　浩明

	44
	H16年6月
	事前照会に対する文書回答手続の在り方　
	酒井　克彦

	45
	H16年6月
	遺留分減殺請求があった場合の相続財産から生ずる所得の課税関係について
	福田　知弘

	45
	H16年6月
	外国政府・外国大使館等の源泉徴収義務及び納税義務
	近石　泰範

	45
	H16年6月
	事前確認の法的効力と紛争回避の視点
－移転価格に関する事前確認について成立した相互協議の合意実施の問題から－
	濵田　明子

	45
	H16年6月
	国外取引に対する租税法の適用と外国法人の分割に関する諸問題
	小林　淳子

	45
	H16年6月
	代理人PEに関する考察
	松下　滋春

	46
	H16年6月
	クロスボーダー取引の拡大・変容と質問検査権の行使等に関する研究
	藤巻　一男

	46
	H16年6月
	外国法人がわが国において行う投資活動から生じた収益に対する適正課税（源泉所得課税を含む）のあり方について
	岩崎　恵子

	46
	H16年6月
	食料品等に対する軽減税率の導入問題
	高田　具視

	46
	H16年6月
	ほ脱犯の犯則行為者の選定と適用罰条について
－税理士及び税理士法人を主体として－
	鈴木　高之

	46
	H16年6月
	国際化に伴う滞納整理上の諸問題
	長坂　光弘

	46
	H16年6月
	近代都市史研究試論
	鈴木　芳行

	41
	H15年6月
	青色申告制度の課題
－所得税を中心に－ 
	加藤　恒二

	41
	H15年6月
	フレキシブルな事業体を媒介した損益の水平的配分
－わが国組合税制と米国パートナーシップ税制を中心に－ 
	竹内　茂樹

	41
	H15年6月
	環境問題に対する税制面での対応に関する一考察
－地球温暖化問題を中心として－ 
	宮葉　敏之

	41
	H15年6月
	裁判例にみる時効をめぐる課税上の争点等
	小林　幹雄

	41
	H15年6月
	米国の税務情報保護規定に関する歴史的考察－内国歳入法典第6103条の改正経緯の検討を中心に－ 
	石川　欽也

	41
	H15年6月
	いわゆる金融商品の損失等を巡る課税上の問題
－金融商品を巡る個人所得課税についての若干の立法論的提言－ 
	酒井　克彦

	41
	H15年6月
	土地等の売買契約締結後に相続が開始した場合の課税財産及び評価等について
	三宅　浩一

	42
	H15年6月
	移転価格税制における推定規定の解釈・適用について
	前原　真一

	42
	H15年6月
	我が国の移転価格税制における推定課税について
	藤巻　一男

	42
	H15年6月
	移転価格課税における所得移転の基準
－米国裁判例を素材として－ 
	濵田　明子

	42
	H15年6月
	消費税の複数税率化を巡る諸問題
	望月　俊浩

	42
	H15年6月
	最近における印紙税の課税回避等の動きと今後の課税の在り方
	草間　久雄

	42
	H15年6月
	賃料債権の差押え・譲渡と建物の譲渡・差押えを巡る滞納処分上の諸問題－最高裁平成10年３月24日第三小法廷判決を契機として－
	竹下　進一

	42
	H15年6月
	被差押債権の時効中断に関する一考察
－第三債務者の債務の承認を中心として－
	三重野　敬三

	42
	
	出羽国村山郡における代官と村
－入間家文書を素材として－
	堀　　亮一

	43
	
	適正な税務行政を説明・確保するための諸装置
－税務行政のアカウンタビリティ－ 
	作田　隆史

	43
	
	地方分権の歴史的沿革・意義・国際的な位置づけと日本型中央集権財政システムの今日的な問題点　
－国と地方の税財政関係の再構築を方向づける地方分権のベクトル分析という視点から－
	松田　直樹

	43
	
	電子申告を巡る法令上の問題点
	日景　　智

	43
	
	商法改正に伴い導入された「執行役」制度等を巡る税務上の諸問題
	冨永　賢一

	
	平成14年6月28日
	土地税制史
－評価を中心として－
	佐藤　正男

	39
	H14年6月
	租税法と準拠法
－課税要件事実の認定場面における契約準拠法の考察－
	小柳　　誠

	39
	H14年6月
	租税回避行為の否認のあり方について－任意組合等を利用した租税回避スキームを中心として－
	安岡　克美

	39
	H14年6月
	国税徴収機構形成史序説
－租税局出張所から税務管理局まで－
	牛米　　努

	39
	H14年6月
	税務行政指導の法的性格と運用課題について
	内藤　晃由

	39
	H14年6月
	所得税と個人住民税との関係について
－わが国個人所得課税のメカニズム－
	日景　　智

	39
	H14年6月
	相続税における同族会社の行為計算の否認に関する一考察－財産評価基本通達第６項との関連を中心として－
	石川　克彦

	40
	H14年6月
	法人課税所得と独立企業原則
－真実の所得と法人所得課税のあり方の探求を中心として－
	浅井　光政

	40
	H14年6月
	中間法人創設と法人課税の在り方
	山下　德夫

	40
	H14年6月
	集団投資スキームにおける課税上の問題点
	景山　智全

	40
	H14年6月
	海外直接投資の動向と国際課税問題に関する一考察
－現地法人の再投資・配当行動を中心として－
	藤巻　一男

	40
	H14年6月
	任意整理における租税徴収の諸問題
	竹下　進一

	40
	H14年6月
	米国の租税徴収制度について
－内国歳入庁（IRS）改革法下の徴収制度－
	森　　浩明

	35
	H12年6月
	連結納税制度に係る税務上の諸問題
	河本　幹正

	35
	H12年6月
	知的所有権に係る資産の譲渡等の内外判定について
	大谷　弘義

	35
	H12年6月
	抗告起訴における滞納処分の執行停止
－東京地裁平成９年１２月５日決定の考察－ 
	村上　憲雄

	35
	H12年6月
	同族会社の国際的租税回避を巡る諸問題－タックスヘイブンを利用する同族会社及び支配株主に係る課税問題－ 
	吉川　保弘

	35
	H12年6月
	圧縮記帳における課税繰延趣旨の再吟味
	大野　新二

	35
	H12年6月
	直接国税ほ脱犯の法人責任追及における諸問題
	岡崎　正江

	35
	H12年6月
	明治前期福島県作成の更正地図
	鈴木　芳行

	36
	H13年7月
	租税法上の時価を巡る諸問題
―法人税法、所得税法及び相続税法における時価の総合的検討― 
	浅井　光政

	36
	H13年7月
	加算税の賦課決定処分の範囲内主張の可否について
	武田　雅雄

	36
	H13年7月
	株式関連報酬を巡る所得課税上の諸問題
	百瀬　智浩

	36
	H13年7月
	移転価格課税における比較可能性の限界
―判断基準を中心に― 
	[image: image1.png]


田　明子

	36
	H13年7月
	移転価格の事前確認制度に関する一考察
―二国間の紛争処理としての機能を中心に― 
	井上　博之

	37
	H13年7月
	貸金庫の内容物に対する滞納処分
	村上　憲雄

	37
	H13年7月
	過少資本税制の理念と諸問題
	吉川　保弘
岩本　洋一

	37
	H13年7月
	織物消費税納税システムの構築と交付金制度
	鈴木　芳行

	37
	H13年7月
	資産の流動化・証券化をめぐる法人課税等の諸問題
―わが国の課税権の確保と国際的租税回避への 対応を中心として― 
	窪田　悟嗣

	37
	H13年7月
	連結納税制度に関する研究
	秋峯　晴男

	38
	H13年12月
	所得税の確定申告者の実態調査分析
	関東信越国税局課税第一部
個人課税課

	31
	H10年6月
	リース取引を巡る法人課税上の諸問題
	瀬川　福美 

	31
	H10年6月
	消費税の課税対象と｢消費」に関する一考察
－フリンジ・ベネフィット及び交際費と消費税－
	山田　裕士 

	31
	H10年6月
	株式譲渡方式による租税回避行為の解明に関する一考察－残余財産分配に類似する株式譲渡の否認と追徴－
	伊藤　齋 

	31
	H10年6月
	企業行動と国際課税に関する歴史的考察
	下村　英紀 

	31
	H10年6月
	相続税における土地の時価評価
－その沿革と性格－
	藤井　保憲
井上　一郎 

	32
	H10年7月
	申告納税制度の理念とその仕組み
	池本　征男 

	32
	H10年7月
	権利金の授受がなく通常地代で法人に借地権を設定させた場合の譲渡所得課税の可否についての一考察
	鈴木　博 

	32
	H10年7月
	ゴルフ会員権を巡る法人課税上の諸問題
	舩冨　康次 

	32
	H10年7月
	株式評価の歩み
	今村　修 

	32
	H10年7月
	ボーダーレス国際経済社会における日本の財政の役割
	高田　美徳 

	33
	H11年6月
	所得税における同族会社の行為計算否認を巡る諸問題
	小田　信秀 

	33
	H11年6月
	租税条約の情報交換規定に基づく情報収集と質問検査権
	中田　弘樹 

	33
	H11年6月
	移転価格税制と寄附金課税
	遠藤　克博 

	33
	H11年6月
	電子商取引における国際的租税回避の可能性
－資本所得・法人居住地の可動性と租税回避否認についての考察－
	山﨑　昇 

	33
	H11年6月
	納税奨励策について(大正時代を中心に)
	渡部　照雄 

	33
	H11年6月
	国際倒産における外国租税債権徴収の法的な課題について－外資系企業の撤退と内国租税債権徴収に関する検討を通じて－
	野一色　直人 

	33
	H11年6月
	債権譲渡登記制度を利用した集合債権譲渡担保に関する滞納処分上の諸問題
	吉田　和人 

	34
	H11年6月
	差押えと相殺
	村上　良治 

	34
	H11年6月
	青色申告承認取消しの法理
	中村　秀雄 

	34
	H11年6月
	我が国における納税者サービスの検討
－米加豪との比較を通じて－
	菅　哲人 

	34
	H11年6月
	時価評価を巡る課税上の諸問題について
－法人税法上の収益認識基準を中心として－
	福田　吉晴 

	34
	H11年6月
	相続財産を譲渡した場合の相続税とキャピタル・ゲイン課税の調整について
	高田　治樹 

	34
	H11年6月
	審判の対象物としてのＩＲＳの調査手続
－米国における納税者権利保護の実態の一端－
	百瀬　智浩 

	34
	H11年6月
	国際化における資料情報制度及び情報交換制度の課題
	永井　博 

	
	H11年6月
	
	

	26
	H8年3月
	スワップ取引と課税
	駒宮　史博 

	26
	H8年3月
	第2次納税義務者の権利救済について
	圖子　善信 

	26
	H8年3月
	課税の中立性とシャウプ勧告
	系　重家 

	26
	H8年3月
	租税回避行為とその規制策に関する一考察(二完)
－タックス・シェルターを素材としての日米比較－
	平野　嘉秋 

	26
	H8年3月
	移転価格税制の成立と限界
	徳永　匡子 

	26
	H8年3月
	改正税法のすべて　昭和21年(II・前半)
－経済危機突破緊急対策等を中心として　法制資料編－
	井上　一郎 

	27
	H8年7月
	フリンジ・ベネフィット課税の研究
－米国の課税体系との比較を中心として－
	木本　聡子 

	27
	H8年7月
	相互協議の対象について－「租税条約に適合しない課税」の解釈に関する一考察－
	倉内　敏行 

	27
	H8年7月
	租税訴訟の立証責任をめぐる諸問題について
	白石　信明 

	27
	H8年7月
	ロイヤリティ課税を巡る諸問題－コンピュータ・プログラムに係る対価を中心として－
	増井　弘一 

	27
	H8年7月
	シャウプ税制使節団への要望・意見等の提出文書
－農業所得課税関係資料を中心として－
	井上　一郎 

	28
	H9年3月
	明治32年の所得税法改正の立法的沿革
	堀口　和哉 

	28
	H9年3月
	推計課税と実額反証に関する裁判例の分析
	小野　雅也 

	28
	H9年3月
	条件・期限・負担付の遺贈についての相続税課税上の問題－後継ぎ遺贈を中心として－
	香取　稔 

	28
	H9年3月
	「国際課税規範」としてのＯＥＣＤ移転価格新ガイドライン－独立企業間価格算定上の問題を中心として－
	別所　徹弥 

	28
	H9年3月
	「更正をすべき理由がない旨の通知処分」に対する不服申立ての審理等について（国税不服審判所　平成６年11月25日裁決）
	池本　征男 

	28
	H9年3月
	使用者の死亡を理由に相続人たる従業員等に対して支払われた退職金の必要経費性について（東京地裁　平成８年９月26日判決）
	岡本　勝秀 

	28
	H9年3月
	多国籍企業に対するユニタリ ー課税方式適用の可否－Barclays Bank PLC v.Frachaise Tax Bd.1994.6.20　米国連邦最高裁判決）－
	平野　嘉秋 

	29
	H9年7月
	国税徴収法施行地外における滞納処分の執行について－主としてアメリカ合衆国を対象として－
	對馬　修 

	29
	H9年7月
	ストック・オプション報酬制度を巡る課税問題について
	岡本　勝秀 

	29
	H9年7月
	独立企業間価格の算定方法に関する考察
	岸　英彦 

	29
	H9年7月
	米国における外国法人の支店課税に関する一考察
	山﨑　昇 

	29
	H9年7月
	
改正税法のすべて　昭和21年(2)
－経済再建計画のドラフト－

	井上　一郎 

	30
	H10年6月
	電子商取引における国際取引課税上の諸問題
－外国法人の消費者向け取引の課税問題を中心として－
	山﨑　昇 

	30
	H10年6月
	企業の海外投資をめぐる会計監査と税務調査の接点－外国パートナーシップに係る組合型所得計算方式の問題点を中心に－
	遠藤　克博 

	30
	H10年6月
	創設所得税法概説
－明治20年の所得税法誕生物語－
	磯部　喜久男 

	30
	H10年6月
	親族が事業から受ける対価の取扱いについての一考察－所得税法56条を中心として－
	齋藤　信雄 

	30
	H10年6月
	滞納処分における法人格否認の法理の適用について
	西川　勝利 

	21
	H3年3月
	北海道水産税史－北海道租税史(一)－
	西野　敞雄

	21
	H3年3月
	相続税法上の土地評価を巡る若干の問題について
－負担付贈与通達の取扱いを中心として－
	小林　栢弘 

	21
	H3年3月
	裁判例から見た譲渡費用の概念と具体的事例の判断基準
	磯部　喜久男 

	21
	H3年3月
	ハイエクの租税論
－累進課税の問題を中心として－
	團野　正浩 

	21
	H3年3月
	ア・チェル氏著　山崎直胤抄訳「租税説」
	井上　一郎 

	22
	H4年3月
	地租創定－北海道租税行政史(二)－
	西野　敞雄 

	22
	H4年3月
	国際的租税回避行為等の類型及び対応策
－米国のタックス・ヘイブン税制との比較を中心として－
	佐藤　正勝 

	22
	H4年3月
	海外財産の相続と相続税法適用上の問題点
－ハワイ州におけるジョイント・テナンシーを中心として－
	浦上　章夫 

	22
	H4年3月
	売買契約の合意解除による土地の再取得と所得税法第58条の「交換のための取得」の適否(東京高裁　平成元年11月30日判決)
	斉藤　敏雄 

	23
	H5年5月
	パートナーシップ税制の法的構造に関する一考察
－日米比較を中心として－
	平野　嘉秋 

	23
	H5年5月
	国税徴収法上の罰則規定についての一考察
	長坂　光弘 

	23
	H5年5月
	租税条約に基づく政府間協議(相互協議)手続について－米国における相互協議手続の研究と我が国における相互協議手続の在り方に関する一考察－
	髙久　隆太 

	23
	H5年5月
	減価償却費損金算入の要件及び減価償却資産取得の時期(名古屋地裁　平成３年10月30日判決)
	蟻坂　欣一 

	23
	H5年5月
	安井・今村・鍋島による明治20年所得税法逐条解説
	井上　一郎 

	24
	H6年5月
	推計課税訴訟における民訴法第312条の文書提出義務について
	安島　和夫 

	24
	H6年5月
	国家間の租税法における企業概念の相違により生ずる諸問題－企業の多国籍展開についての租税法からの一考察－
	平野　嘉秋 

	24
	H6年5月
	フリンジ・ベネフィット課税の研究－ドイツ、イギリス及びフランスの課税体系との比較を中心として－
	糀　光彦 

	24
	H6年5月
	国内源泉所得の範囲について
－広告宣伝のための出演料等を中心として－
	永原　照久 

	24
	H6年5月
	破産法71条における「滞納処分」の意義－動産の捜索・差押と破産宣告の効力発生時期に関連して－
	小林　武廣 

	25
	H7年5月
	破産宣告後に許される滞納処分(序論)
	小林　武廣 

	25
	H7年5月
	租税回避行為とその規制策に関する一考察(一)
－タックス・シェルターを素材としての日米比較－
	平野　嘉秋 

	25
	H7年5月
	トランスファープライスィングと我が国の規制税制(租税特別措置法66条の４)
	吉川　保弘 

	25
	H7年5月
	
改正税法のすべて　昭和21年(・前半)
－経済危機突破緊急対策等を中心として－

	井上　一郎 

	25
	H7年5月
	相続税・贈与税の課税管轄をめぐる諸問題
－財産の所在の判定を中心として－
	関野　泰子 

	16
	S59年8月
	相続税における土地評価のあゆみ
	高津　吉忠 

	16
	S59年8月
	アメリカの課税所得の概念及び計算の法学論理
－アメリカ連邦最高裁判所判例を核心として－
	忠　佐市 

	16
	S59年8月
	通謀虚偽表示に基づく登記を信頼してなされた滞納処分の適否(東京地裁　昭和56年11月27日判決)
	荻野　豊 

	16
	S59年8月
	譲渡所得に係る修正申告についての錯誤の主張(東京地裁　昭和56年４月27日判決)
	高津　吉忠 

	17
	S61年5月
	租税における土地評価試論
－直接税における統一的評価の可能性を探って－
	高津　吉忠 

	17
	S61年5月
	外国税額控除制度とタックス・ヘイブン対策税制をめぐる諸問題
	吉川　保弘 

	17
	S61年5月
	生命保険契約上の権利に対する滞納処分について
	砺波　久幸 

	17
	S61年5月
	信販業における課税上の問題点について
	永田　学 

	17
	S61年5月
	税務訴訟における証明責任論の再構成
	青柳　達朗 

	17
	S61年5月
	望ましい租税体系
－所得ベースと消費ベースの選択－
	大久保　修身 

	17
	S61年5月
	検地仕法－江戸時代の検地の図と実際－
	多仁　照廣 

	17
	S61年5月
	物品税の古物に対する課税と推計課税の可否(大阪地裁　昭和58年９月16日判決)
	鹿野　一郎 

	17
	S61年5月
	参考人所持物件に対する国税犯則強制調査の適法性(東京地裁　昭和58年７月20日判決)
	荻野　豊 

	18
	S62年7月
	外国税額控除の一考察
	矢内　一好 

	18
	S62年7月
	芸能法人等を巡る課税問題について
－所得分割の問題を中心として－
	岡本　勝秀 

	18
	S62年7月
	人格のない社団の成立要件についての一考察
－類型論による租税法解釈の一展開として－
	佐藤　孝一 

	18
	S62年7月
	保証債務を履行するため資産を譲渡した場合の課税関係の研究
	庄司　範秋 

	18
	S62年7月
	臨時財産税創設に関する日本税務協会の建議書について
	井上　一郎 

	18
	S62年7月
	新税三法案について
－財産税・法人戦時利得税及び個人財産増加税－
	井上　一郎 

	18
	S62年7月
	
改正税法のすべて(昭和20年())

	井上　一郎 

	18
	S62年7月
	区分地上権の評価の適法性(東京高裁　昭和58年10月13日判決)
	有賀　喜政 

	19
	H元年3月
	「租税債務の優先性」序論
－破産財団の予納法人税を中心として－
	西野　敞雄 

	19
	H元年3月
	米国租税条約の研究
－租税条約と国内法の関連－
	矢内　一好 

	19
	H元年3月
	租税負担の配分をめぐるシャウプ勧告と税制改革の比較研究－公平負担の要請と財政収入確保の要請－
	角田　伸広 

	19
	H元年3月
	行政庁による公定解釈の表示－米国におけるアドヴァンス・ルーリング及び日本の現状－
	出村　仁志 

	19
	H元年3月
	租税逋脱行為と租税回避行為の差異について
	鈴木　宏昌 

	19
	H元年3月
	選定した評価方法によらないで評価し、法定評価方法によるべきことを法人自ら主張することの当否及び従業員の海外旅行費用の企業負担金の性格他１件(京都地裁　昭和61年８月８日判決)
	井上　喜好 

	19
	H元年3月
	物品税の課税対象となるヨットの範囲(静岡地裁　昭和60年12月20日判決)
	新井　昭三 

	19
	H元年3月
	事業の再建可能性の有無と求償権行使不能の判定(最高裁第３小法廷　昭和61年10月21日判決）
	小林　栢弘 

	19
	H元年3月
	成長済みの山林について生じた災害による損失の金額は、立木ごとに計算すべきであるとした事例(昭和61年３月31日裁決)
	本多　三朗 

	19
	H元年3月
	
改正税法のすべて(昭和20年())

	井上　一郎 

	19
	H元年3月
	
改正税法のすべて(昭和20年())

	井上　一郎 

	19
	H元年3月
	
改正税法のすべて(昭和20年())

	井上　一郎 

	20
	H2年3月
	創成期の所得税制叢考
	山本　洋
織井　喜義 

	20
	H2年3月
	国際連盟によるモデル租税条約の発展
－事業所得を中心として－
	矢内　一好 

	20
	H2年3月
	アメリカ合衆国の連邦税徴収手続
	高橋　重長 

	20
	H2年3月
	買戻特約付売買による不動産の譲渡と課税対象となる「資産の譲渡」の時期(大阪高裁　昭和63年６月30日判決)
	西野　敞雄 

	20
	H2年3月
	
改正税法のすべて(昭和21年())

	井上　一郎 

	20
	H2年3月
	新税三法案について・補足
	井上　一郎 

	20
	H2年3月
	「英国賦税要覧」について
	井上　一郎 

	
	H2年3月
	
	

	11
	S52年11月
	会計思考の発展と所得計算論争
－大正年代の論争を中心として－
	大村　巍

	11
	S52年11月
	判例からみた租税法律関係と私法との交錯
	堺澤　良 

	11
	S52年11月
	所得税法上の資産概念をめぐる問題について－借家権の資産性等をめぐる問題を中心として－
	伊東　稔博 

	11
	S52年11月
	法人税の課税所得計算と企業会計
－無償譲渡等と法人税法22条２項－
	中村　利雄 

	11
	S52年11月
	同族会社の行為計算否認規定の沿革からの考察
	村上　泰治 

	11
	S52年11月
	物品税課税物品の判定に関する法解釈と問題点
	土屋　茂雄 

	11
	S52年11月
	法人税法における営業権の意義等(大阪地裁　昭和49年５月28日判決)
	桜井　四郎 

	11
	S52年11月
	低額譲渡と法人税法22条２項(神戸地裁　昭和50年９月19日判決)
	中村　利雄 

	11
	S52年11月
	行為計算の否認の対象となる資産の低額譲渡の要件(鹿児島地裁　昭和50年12月26日判決)
	桜井　四郎 

	11
	S52年11月
	重複してなされた審査請求に対するそれぞれの裁決につきその取消しを求める訴えの利益等(金沢地裁　昭和50年８月29日判決)
	堺澤　良 

	12
	S53年11月
	税務行政と共同体
	齋藤　稔 

	12
	S53年11月
	推計課税の意義に関する一考察
	水島　正時 

	12
	S53年11月
	破産法にいう財団債権とされる租税の範囲について
	村松　圭 

	12
	S53年11月
	法人税・所得税の二重課税調整度合の計算方式試論
	吉牟田　勲 

	12
	S53年11月
	租税心理学について
	田口　和夫 

	12
	S53年11月
	税務職員の殉難小史
－酒類密造等の沿革と併せて－
	内薗　惟幾 

	12
	S53年11月
	推計課税の必要性とその具体的充足(京都地裁　昭和51年11月５日判決)
	水島　正時 

	12
	S53年11月
	いわゆる前家賃制における家賃の収益計上の時期(東京地裁　昭和52年３月24日判決)
	伊東　稔博 

	12
	S53年11月
	無利息融資と法人税法22条２項及び37条５項(大阪高裁　昭和53年３月30日判決)
	中村　利雄 

	13
	S54年11月
	納税者番号制度をめぐる諸問題
－利子・配当所得の課税問題を中心として－
	野村　昌夫 

	13
	S54年11月
	プライバシーの権利と税務調査
－納税者番号制導入の検討を機会に－
	荒川　浩平 

	13
	S54年11月
	所得税法上の資産損失制度に関する一考察
	藤田　良一 

	13
	S54年11月
	ＥＣの共通法人税制指令案の逐条研究
	吉牟田　勲 

	13
	S54年11月
	世論調査にみる納税者意識の動向
－「納税者の反乱」と「歳出の反乱」を中心にして－
	西野　敞雄 

	13
	S54年11月
	アメリカ内国歳入庁(ＩＲＳ)における管理者研修について
	青山　慶二 

	13
	S54年11月
	或ル収税官吏ノ日記
－明治40年から大正12年まで－
	内薗　惟幾 

	13
	S54年11月
	江戸幕府出羽国寛文検地條目について
	多仁　照廣 

	13
	S54年11月
	所得調査委員会制度沿革概要
	大村　巍 

	13
	S54年11月
	交際費等の意義と範囲
－交際費等と研修費及び販売促進費との区分－
(東京地裁　昭和53年１月26日判決)
	中村　利雄 

	13
	S54年11月
	書面によらない不動産の贈与と贈与税の課税時期(京都地裁　昭和52年12月16日判決）
	西野　敞雄 

	14
	S56年11月
	税法と私法
	和田　正明 

	14
	S56年11月
	我が国における揮発油税の沿革に関する一考察
	倉信　隆弘 

	14
	S56年11月
	加算税制度に関する若干の考察
	池本　征男 

	14
	S56年11月
	羽州入間村名主常右衛門の「書残」
	多仁　照廣 

	14
	S56年11月
	簿外で支出した政治献金の損金性（東京地裁　昭和55年３月10日判決）
	中村　利雄 

	14
	S56年11月
	相続により取得した資産の取得費
－遺産分割に要した弁護士報酬の非原価性－
（東京地裁　昭和54年３月28日判決）
	藤田　良一 

	15
	S57年11月
	
法人税の課税所得計算と企業会計()
－費用又は損失の損金性－

	中村　利雄 

	15
	S57年11月
	税法上の減価償却制度の沿革
－耐用年数を中心とした一考察－
	白石　雅也 

	15
	S57年11月
	富裕税の創設とその終末
	梅田　高樹 

	15
	S57年11月
	冷暖房設備の特別償却についての青色申告に対してなされた更正処分の理由附記の程度(大阪高裁　昭和55年11月26日判決)
	石倉　文雄 

	15
	S57年11月
	更生会社の財産が共益債権の総額を弁済するのに足りない場合における更生債権たる租税債権に基づいてする滞納処分の可否(大阪地裁　昭和55年８月25日判決）
	牧野　正満 

	6
	S47年7月
	租税法律主義をめぐる諸問題
－税法の解釈と適用を中心として－
	下村　芳夫

	6
	S47年7月
	税法における実質主義について
－その総論的考察－
	茂木　繁一

	6
	S47年7月
	所得税法234条１項１号に規定する「納税義務がある者」および「納税義務があると認められる者」の意義について
	下村　慧

	6
	S47年7月
	税務調査において「調査理由」を開示することは法的要件か
	菅野　保文

	6
	S47年7月
	質問検査不答弁犯等に対する現行処罰規定は刑罰法規として合理性があるか
	菅野　保文

	6
	S47年7月
	借地権課税80年のあゆみ
	白石　満彦

	6
	S47年7月
	仮装行為と租税回避行為について
	内村　満男

	6
	S47年7月
	相続税法（昭和37年法律第67号による改正前）第53条３項にいう「当該職員」の範囲について
	白崎　浅吉

	6
	S47年7月
	国税徴収法施行令第13条第１項第７号に規定する同族判定の基礎となった株主の範囲について
	茂木　繁一

	7
	S 48年3月
	税法上の所得概念の解釈について
－不法原因等による利得の課税をめぐって－
	茂木　繁一

	7
	S 48年3月
	借地権の税制をめぐる若干の考察
	白崎　浅吉 

	7
	S 48年3月
	推計課税の前提用件について
－その法的性格をめぐる試論的検討－
	菅野　保文 

	7
	S 48年3月
	生命保険会社に対する現行法人税制について
	下村　慧

	7
	S 48年3月
	租税逋脱と罰則に関する一考察
	今中　善明 

	7
	S 48年3月
	徴収権の消滅時効
	下村　芳夫 

	7
	S 48年3月
	所得税法第38条所定の資産の取得に要した金額の範囲（東京地裁　昭和46年９月30日判決）
	白崎　浅吉 

	7
	S 48年3月
	同業者一例の差益率、一般経費率を援用して推計した更正処分が違法とされた事例
（大阪地裁　昭和47年３月22日判決）
	菅野　保文 

	7
	S 48年3月
	青色申告に対する更正の理由附記と海外渡航費の損金性（岡山地裁　昭和47年２月３日判決）
	齊藤　稔 

	7
	S 48年3月
	最近の税制改正の推移草稿
－昭和35年度・36年度－
	大村　巍 

	8
	S49年9月
	税法における信義則の適用について
－その法的根拠と適用要件－
	品川　芳宣 

	8
	S49年9月
	青色申告書にかかる更正の理由附記をめぐる諸問題
－判決の分析と史的考察－
	中村　三德 

	8
	S49年9月
	貸倒損失の判定をめぐる問題
－法人税に関する訴訟事件を素材として－
	下村　慧 

	8
	S49年9月
	借地権の税制をめぐる若干の考察（承前）
	白崎　浅吉 

	8
	S49年9月
	大正年代の税制と社会政策の加味
	大村　巍 

	8
	S49年9月
	(1)国税通則法24条にいう「調査」の意義並びに(2)クリーニング業者について、同業者５件にかかる電力使用量 一単位当たりの平均収入金額を基礎とした所得の推計に合理性が認められた事例（名古屋高裁　昭和48年１月31日判決）
	菅野　保文 

	8
	S49年9月
	旧相続税法４条１項４号の法意と相続財産とみなされる退職金の範囲（最高裁第３小法廷　昭和47年12月26日判決）
	白崎　浅吉 

	8
	S49年9月
	相続税法66条４項の立法趣旨と医療法人に対する同項の適用の可否（東京地裁　昭和46年７月15日判決）
	白崎　浅吉 

	9
	S50年5月
	権利確定についての 一考察
－資産の譲渡・贈与を中心として－
	和田　正明 

	9
	S50年5月
	みなし法人課税選択制度をめぐる諸問題
	相原　安夫 

	9
	S50年5月
	相続税の誕生
	大村　巍 

	9
	S50年5月
	主たる納税義務の瑕疵と第二次納税義務者の争訟手段
	大崎　満 

	9
	S50年5月
	不法支出と税法上の経費について等(高松地裁　昭和48年6月28日判決)
	和田　正明 

	9
	S50年5月
	(1)過大役員退職金の損金不算入について及び(2)営業権の延払条件付譲渡にかかる延払経理の否認について(東京地裁　昭和49年１月31日判決)
	中村　善久造 

	9
	S50年5月
	弁明書副本の送付及び書類閲覧の各請求に対する審査庁の拒否行為は抗告訴訟の対象となるか(京都地裁　昭和49年７月19日判決)
	大崎　満 

	10
	S51年8月
	税務署の発足
	大村　巍 

	10
	S51年8月
	国税徴収法第34条の清算人等の第二次納税義務における借用概念の解釈－裁判例を中心として－
	浅田　久治郎 

	10
	S51年8月
	源泉徴収制度の基本的構造と関係当事者の救済
	堺澤　良 

	10
	S51年8月
	未分割遺産と相続税課税をめぐる問題点
	横田　種雄 

	10
	S51年8月
	課税処分取消訴訟における処分理由の差しかえについて
	中村　三德 

	10
	S51年8月
	酒類業の内免許について
	綿引　享 

	10
	S51年8月
	推計による課税処分の要件(大阪地裁　昭和50年４月４日判決)
	河合　昭五 

	10
	S51年8月
	製油所の保安空地及び設備拡張用地の取得に際して支払った寄付金及び立退補償金の原価性(東京地裁　昭和49年10月30日判決)
	中村　利雄 

	10
	S51年8月
	譲渡所得と雑所得の区分(横浜地裁　昭和50年5月6日判決)
	伊東　稔博 

	10
	S51年8月
	第二次納税義務の告知処分とその理由附記の要否等(広島地裁　昭和50年４月22日判決)
	浅田　久治郎 

	1
	S43年4月
	租税救済制度論
	田中　二郎

	1
	S43年4月
	会計監査および監査制度
	黒沢　清

	1
	S43年4月
	財政硬直化・公債・減税
	宇田川　璋仁

	1
	S43年4月
	税法における申告の理論と現象
	新井　隆一

	1
	S43年4月
	法人税法における財産法の影響について
	長　穣

	1
	S43年4月
	企業会計原則と商法との調整問題
	黒木　正憲

	1
	S43年4月
	法人税の転嫁について
	増田　輝夫

	1
	S43年4月
	所得の認定を争う訴訟について
	荻野　豊

	1
	S43年4月
	相続税の連帯納税義務に関する一考察
	飛岡　邦夫

	1
	S43年4月
	税務官吏教育の沿革
	松隈　秀雄

	1
	S43年4月
	税界昔ものがたり
	田中　豊

	1
	S43年4月
	民の膏・民の脂
	谷村　裕

	1
	S43年4月
	税務職員の教育訓練と税務大学校
	石橋　大輔

	2
	S44年7月
	租税法における信義誠実の原則
	原　龍之助

	2
	S44年7月
	引当金に関する会計学的一考察
	飯野　利夫

	2
	S44年7月
	今後の間接税のあり方についての一考察
	鈴木　芳正

	2
	S44年7月
	簿記会計教育に関する若干の考察
	尾畑　敏三

	2
	S44年7月
	法人税法における同族会社の行為計算否認規定の研究
	若林　孝三

	2
	S44年7月
	酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律をめぐる若干の考察
	田村　嘉男

	2
	S44年7月
	相続による国税の納付義務の承継
	座親　孝行

	3
	S44年11月
	租税立法・租税行政・租税裁判
	田中　二郎

	3
	S44年11月
	原価計算および原価理論の発展
	番場　嘉一郎

	3
	S44年11月
	租税理論の変遷
	泉　美之松

	3
	S44年11月
	公共経済学序説
	木下　和夫

	3
	S44年11月
	一般に公正妥当と認められる会計処理の基準
	武田　昌輔

	3
	S44年11月
	資産合算制度に関する一考察
	安藤　元久

	3
	S44年11月
	建物区分所有における敷地使用権の実証的研究
	桑原　重雄

	3
	S44年11月
	間接税における製造および移出の概念
	中沢　貞雄

	3
	S44年11月
	会社更生法における租税の減免等の法的性格
	武内　敏夫

	3
	S44年11月
	第63回国会における税法改正案の主要討議事項
	－

	4
	S41年11月
	国家公務員法の基本問題
	杉村　章三郎

	4
	S41年11月
	取得時効の効果の一考察
	遠藤　浩

	4
	S41年11月
	勘定奉行考(試論)上
	新井　益太郎

	4
	S41年11月
	所得課税における納税協力について
	荻野　豊

	4
	S41年11月
	租税刑法をめぐる若干の問題
	近藤　一久

	4
	S41年11月
	人的役務所得をめぐる若干の考察
	菊池　衛

	4
	S41年11月
	酒類販売業免許に関する行政法学上の諸問題
	重光　昭

	4
	S41年11月
	国税徴収法第38条における事業譲渡について
	藤本　寿美

	4
	S41年11月
	第65回国会における税法改正案の主要討議事項
	－

	5
	S47年３月
	現代における租税の意義について
－租税法律主義の歴史的考察を中心として－
	下村　芳夫

	5
	S47年３月
	質問検査権の基本的性格について
	小林　良一

	5
	S47年３月
	質問検査権の行使をめぐる諸問題
	下村　慧

	5
	S47年３月
	「税務調査を拒む正当な理由について」
－調査の必要性と納税者の人権との調和の問題－
	菅野　保文

	5
	S47年３月
	所得税の源泉徴収をめぐる法律関係について
	茂木　繁一

	5
	S47年３月
	資産を購入するために借入れた資金の利子の性格について－譲渡所得課税との関連において－
	白崎　浅吉

	5
	S47年３月
	日税連税制審議会の「昭和46年度答申」を読んで(「税務署長の裁量 権」および「加算税課税の基準」について）
	内村　満男

	5
	S47年３月
	千葉地裁　昭和46年１月27日判決　評釈
	小林　良一
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